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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

 

（１） 指摘事項・・・該当なし 

  （２）監査意見・・・該当なし 

  （３）決算審査意見 

 

決 算 審 査 意 見 処  理  状  況  等 

イ 収入未済額の縮減について 

債権管理事務取扱要領等に沿って、収入未

済発生の未然防止など債権の適正な管理、

回収に引き続き取り組まれたい。 

税務課の指導のもと引き続き連帯保証人等に臨戸

訪問し状況把握に努め、分割納付の継続等適切な

回収に努める。 

 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況・・・該当なし 

 

３ 職員の定員、現員調べ 

                                                                          

          種 別 

  

 区 分 

事務職員 技術職員 現業職員 合 計 備      考 

 

 

2.4.1 

現 在 

31.4.1 

現 在 

2.4.1 

現 在 

31.4.1 

現 在 

2.4.1 

現 在 

31.4.1 

現 在 

2.4.1 

現 在 

31.4.1 

現 在 

定 員
     10 11 0 0 0 0 10 11  

現 員
     11 12 0 0 0 0 11 12  

過不足(△)
 1 1 0 0 0 0 1 1 １名は、鳥銀から

の出向者 

臨 時職 員
     0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

 

 

非常勤職員
 

5 5 0 0 0 0 5 5 一般事務１名、経

営サポートセンタ

ー４名 

 

４ 役付職員の調べ 

                                                                       （令和２年７月１日現在） 

職       名 氏     名 在 職 期 間 備    考 

課長 宮永 二郎    １年  ３月  

課長補佐 岩田 圭生 ３ ３  

課長補佐 森岡 潤一 １ ０  

課長補佐 福島 良  １  
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５ 主な事業に関する調べ 

                                                                               （単位：千円） 

 

事   業   名 

 

 

決算額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

鳥取県版経営革新総合支援事業 602,080 0 0 602,080 

鳥取元気プロジェクト （２）産業を元気に 県版経営革新のバージョンアップにより戦略的に県

内中小企業を支援 

元気づくり総合戦略 ３ 幸せを感じながら鳥取の時を楽しむ ～鳥取＋rhythm～ 

（２）働く場 （１）鳥取県産業の特徴を活かした正規雇用の場の拡大 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

・県内中小企業の経営革新を支援し、県内産業の高付加価値化を図る。 

 

（イ）事業の実施状況 

・県内中小企業の新事業展開に対して企業の成長段階や経営戦略に応じた総合的な支援を行い、中小・小規模事業者

の新商品・サービス開発等のチャレンジを促進した。 

＜計画認定の概要等＞ 

区分 
スタート型 

（県版経営革新） 

生産性向上型 

（県版経営革新） 

成長・拡大型 

（法承認経営革新） 

対象事業 

小規模事業者を中心と

した企業における新た

な取組で、計画期間が2

年以内のもの 

本業、新事業問わず生産性

向上による経営強化を目指

す取組で計画期間が2年以

内のもの 

スタート型からのステップ

アップや事業拡大型の新た

な取組等で計画期間が3～5

年以内であるもの 

計画認定（承認）基準 

付加価値額、経常利益

、売上のいずれかが増

加し、当該企業にとっ

て新たな取組であるこ

と 

中小企業経営強化法第13条

第3項に定める主務大臣の

認定を受けた計画であり、

労働生産性等が向上する取

組であること 

付加価値額年率3%以上及び

経常利益年率1%以上が向上

し、当該企業にとって新た

な取組であり、ビジネスを

展開するエリアにおいて相

当程度普及していないもの 

計画認定の機関 県 

計画認定（承認）件数 23件 59件 2件 

※R1.6に募集を行ったものに係る認定件数を示したもの。R1.7以後は、新しく創設した「鳥取県産業成長応援補助

金」により事業実施。 

 

＜補助事業の概要等＞ 

区分 
スタート型 

（県版経営革新） 

生産性向上型 

（県版経営革新） 

成長・拡大型 

（法承認経営革新） 

補助限度額 
200万円 500万円 

（高度枠1,000万円） 

1,000万円 

補助メニュー 

〔補助率〕 

商品開発・販路開拓等〔1/2〕設備投資〔2/3〕 

⇒企業が経営革新計画に応じて１つ以上のメニューを選択 

補助事業の期間 24か月以内 24か月以内 36か月以内 

補助事業の実施機関 商工団体 商工団体 県 

補助金交付決定件数 23件 53件 2件 

補助金交付額 565,168千円 24,745千円 

うちR1年度事業分 2,264千円 8,339千円 
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※生産性向上型の計画認定件数と補助金交付決定件数の差（6件）は、計画認定後、補助金申請がなされなかった

ものである。 

  

【参考】県版経営革新に係る補助件数・金額の推移（H28～） 

区分 H28 H29 H30 

県版 
212件 182件 167件 

765,082千円 639,397千円 675,096千円 

法承認 
14件 7件 2件 

36,994千円 55,871千円 70,188千円 

 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

昨今の雇用情勢を踏まえ、正規雇用奨励支援を廃止。県内企業の新たなチャレンジ〈スタート型〉、生産性向上〈生

産性向上型〉、新たなステージへの飛躍〈成長・拡大型〉を促進すべく制度を運用した。 

また、R1.6補正予算で「鳥取県版経営革新総合支援補助金」と「企業立地事業補助金」を統合し「鳥取県産業成長応

援補助金」を創設。県内企業の成長への取組を引き出し、生産性向上・働き方改革等への挑戦を促した。 

 

ウ 成果及び効果 

R1年度には、スタート型23件、生産性向上型53件、成長・拡大型2件の補助申請があり、県内企業の新商品開発や販

路拡大、生産性向上に寄与している。特に労働人口の高齢化や人手不足を背景に、県内企業の生産性向上に対する意

識は高く、平成30年度に引き続き、人材育成や設備投資による生産性向上及び経営力強化を支援した。 

 

エ 課 題 

県版経営革新の制度創設（H24～）以降、この度の新型コロナウイルス感染症による経済危機をはじめ県内企業を取

り巻く環境は大きく変化しており、引き続き企業の内部・外部環境に即した支援施策で県内企業の成長拡大を支援す

ることが課題と考えている。これらの動きに対応するため、令和元年６月議会において、「鳥取県産業成長応援条例

」を制定するとともに「鳥取県産業成長応援補助金」を創設した。今後は当該制度により支援を行っていくこととし

、本制度での新規認定は行わない。 
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                                                                               （単位：千円） 

 

事   業   名 

 

 

決算額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

鳥取県産業成長応援補助金（企業支援課執行分） 2,984 0 0 2,984 

鳥取元気プロジェクト （２）産業を元気に 県版経営革新のバージョンアップにより戦略的に県

内中小企業を支援 

元気づくり総合戦略 ３ 幸せを感じながら鳥取の時を楽しむ ～鳥取＋rhythm～ 

（２）働く場 （１）鳥取県産業の特徴を活かした正規雇用の場の拡大 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

雇用情勢の大きな変化、産業の高付加価値化の動きを踏まえ、令和元年６月議会において制度創設。県内企業に

よる生産性向上・働き方改革・技術革新等への挑戦をより積極的に支援することにより、人口減少、国内市場縮小

といった厳しい環境においても成長し続ける県内産業の基盤をつくる。 

 

（イ）事業の実施状況 

・新たな事業展開、生産性向上などに積極的に取り組む県内中小企業に対して、企業の成長段階や経営戦略に応じ

た支援を行った 

＜計画認定の概要等＞ 

区分 小規模事業者挑戦ステージ 生産性向上挑戦ステージ 
成長・挑戦ステージ 

（法承認経営革新） 

対象事業 

小規模事業者における新

たな取組で、計画期間が

2年以内のもの 

本業、新事業問わず生産

性向上による経営強化を

目指す取組で計画期間が

2年以内のもの 

新規性の高い取組や地域へ

の波及効果を創出する取組

等で計画期間が3～5年以内

であるもの 

計画認定（承認）基準 

付加価値額、経常利益、

売上のいずれかが増加し

、当該企業にとって新た

な取組であること 

中小企業経営強化法第13

条第3項に定める主務大

臣の認定を受けた計画で

あり、労働生産性等が向

上する取組であること 

付加価値額年率3%以上及び

経常利益年率1%以上が向上

し、当該企業にとって新た

な取組であり、ビジネスを

展開するエリアにおいて相

当程度普及していないもの 

計画認定の機関 県 

計画認定（承認）件数 39件 57件 3件 

※H31.4～R1.6までは従前の県版経営革新総合支援事業を運用。R1.7以降、3回にわたり募集したもの。 

 

＜補助事業の概要等＞ 

区分 小規模事業者挑戦ステージ 生産性向上挑戦ステージ 
成長・挑戦ステージ 

（法承認経営革新） 

補助限度額 
200万円 500万円 1,000万円 

(重点分野1,500万円) 

補助メニュー 

〔補助率〕 

新商品（役務）開発等、設備投資〔1/2〕 

⇒企業が産業成長事業に応じて１つ以上のメニューを選択 

補助事業の期間 24か月以内 24か月以内 36か月以内 

補助事業の実施機関 商工団体 商工団体 県 

補助金交付決定件数 38件 57件 3件 

補助金交付額 2,984千円 0千円 

※小規模事業者挑戦ステージの計画認定件数と補助金交付決定件数の差（1件）は、計画認定後、補助金申請が
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なされなかったものである。 

 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

R1.6月補正予算において、「鳥取県版経営革新総合支援補助金」と「企業立地事業補助金」を統合し、事業者の生

産性向上・働き方改革・技術革新等への挑戦を原動力として、本県経済の成長を牽引するための新たな支援制度「

鳥取県産業成長応援補助金」を創設。県内企業の成長への取組を引き出し、生産性向上・働き方改革等への挑戦を

促した。 

 

ウ 成果及び効果 

R1年度には、小規模事業者挑戦ステージ39件、生産性向上挑戦ステージ57件、成長・挑戦ステージ3件の計画申請

があり、県内企業の新たなチャレンジや生産性向上、高付加価値化への取組みを支援した。 

 

エ 課 題 

自動車産業や観光産業等の今後も大きな成長が見込まれる産業分野を重点産業分野に位置づけて強力に支援すると

ともに、人手不足対応や従業員のワークライフバランス促進等を目的とした新たなチャレンジや技術開発、生産性

向上等による経営力強化に取り組む事業者に対する支援を行っていく。 
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                                                                               （単位：千円） 

 

事   業   名 

 

 

決算額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

企業自立サポート事業（制度金融費） 635,792 0 0 635,792 

信用保証料負担軽減補助金 340,762 0 0 340,762 

元気プロジェクト 4 柱（人、産業、まち、改革と絆） 

(2)産業を元気に 就業環境支援策等を進め新規正規雇用1万人チャレンジ 

元気づくり総合戦略 3 幸せを感じながら鳥取の時を楽しむ ～鳥取＋rhythm～ 

(2)働く場 (1)鳥取県産業の特徴を活かした正規雇用の場の拡大 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

   自立型経済への転換に向け、県内中小企業者等の新たな需要獲得のための新事業展開等のサポートや信

用補完が必要な小規模事業者等へのセーフティネット機能を果たすため、県内中小企業者等の事業の活性

化及び経営の安定等に要する資金の円滑な調達を支援する。 

（イ） 事業の実施状況 

＜企業自立サポート事業 （制度金融）＞ 

県内の中小企業者等が金融機関から融資を受ける際に、県が金融機関の融資財源の一部を預託又は利

息収入の一部を金融機関に補助することにより、長期・低利の借入を実現する。 

・利子補助率：0.32～2.10％ 

補助金額:534,725千円(597,266千円) ※括弧内はH30年度実績 

・預託割合：0.5～0.2％ ※H17年度以前融資実行分について預託を継続   

預託額：101,067千円(141,012千円)  ※括弧内はH30年度実績 

＜信用保証料負担軽減補助金＞ 

中小企業者が信用保証協会の保証を受ける際の信用保証料を引下げ、それに伴う減収相当額を信用保

証協会に補助することにより、中小企業者等の費用負担を軽減する。 

・保証料補助率：1.22～0.22％ 補助金額：340,762千円(349,210千円) ※括弧内はH30年度実績 

【令和元年度企業自立サポート事業実績】  ※括弧内はH30年度実績 

 

資金名 

新規融資実行金額  

資金の概要 件数 金額 

(百万円) 

中小企業小口融資 132 

(76) 

387 

(258) 

小規模・零細企業者等に対する事業資金 

小規模事業者融資 413 

(336) 

2,067 

(1,630) 

小規模・零細企業者等に対する事業資金 ※小口融資の補

完 

創業支援資金 176 

(157) 

1,169 

(977) 

創業する個人や分社化する中小企業者等に対する事業資金 

新事業展開資金 13 

(25) 

96 

(273) 

新分野進出、経営革新等を行う中小企業者等に対する事業

資金 

新規需要開拓設備資金 193 

(127) 

4,374 

(3,711) 

業態転換など新たな需要を獲得するための設備投資を後押

しする超長期の設備資金 

経営体質強化資金 141 

(134) 

1,719 

(1,481) 

全業種対応のニューマネー資金「県版のセーフティネット資

金」 

経営安定支援借換資金 123 

(105) 

1,723 

(1,461) 

経営改善を行うための信用保証付きの既存借入金の借換等

のための資金 

取引安定化対策資金 0 

(0) 

0 

(0) 

取引先企業の倒産、事業活動の制限等による急激な取引環

境の変化をサポートする資金 
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経営再生円滑化借換 

特別資金 

133 

(123) 

3,992 

(3,734) 

金融機関、保証協会、商工団体等の支援を受けて経営の再

生に取り組むために行う借換等の資金 

再生支援資金 0 

(1) 

0 

(81) 

再生事業を実施するための資金 

地域経済変動対策資金 

※1 

143 

(34) 

2,791 

(847) 

為替相場や原材料価格等の急激な変動による経済変動事象

を県が指定・発動する資金  

災害等緊急対策資金 

※2 

1 

(24) 

6 

(613) 

災害、突発的な事故等の指定災害等事象を県が指定するこ

とにより発動する資金  

流動資産担保融資 11 

(11) 

330 

(373) 

中小企業者等の有する売掛又は棚卸債権（法人のみ）を担保

とする事業資金 

事業承継支援資金 5 

(1) 

72 

(15) 

事業承継において、雇用の維持及び技術の継承を通じて地

域経済の活性化を図る資金 

働き方改革応援資金 0 

(1) 

0 

(7) 

従業員の労働環境改善等の働き方改革に関する資金 

災害対応力強化資金 0 

(0) 

0 

(0) 

BCP等防災対策の実効性を向上するための資金 

産業成長応援資金 1 

(0) 

180 

(0) 

鳥取県産業成長応援補助金及びソフトウェア産業等創

出支援補助金の認定を受けた事業者向け資金 

バイオ産業支援資金 0 

(0) 

0 

(0) 

染色体高額技術及びその研究成果を活用し、新たな製

品やサービス開発に取り組む事業者向けの資金 

中部地震復興商業・ 

サービス活性化支援資金 

2 

(0) 

79 

(0) 

中部地震からの商業等の活性化に取り組み、にぎわい

創出を行おうとする事業者向けの資金 ※R2.3末で終了 

計 1,487 

(1,155) 

18,985 

(15,461) 

 

  

 ※１【地域経済変動対策資金発動実績(令和元年度)】 

項目 対応する事象等 

令和元年度国際経済変動(R1.5.16発動) 以下のとおり随時事象を追加 

米中貿易摩擦(5/16)、日韓関係悪化(7/31)、円高(8/8) 

新型コロナ(1/30) 

※新型コロナについては、以下のとおり支援を拡充 

2/14 「利率1.43％＋保証料率0.5%程度」を「当初5年間

利率0.7％＋保証料0％」へ引下げ 

3/18 さらに最大「当初3年間利率0％」に引下げ 

5/1 さらに最大「当初5年間利率0％＋10年間保証料0%」 

に引下げ 

(利用実績137件、2,681,600千円) ※R2.3.31時点 

令和元年度雪不足(R1.12.30発動) 暖冬による雪不足(利用実績5件、93,000千円) 

 

 ※２【災害等緊急対策資金発動実績(令和元年度)】 

項目 対応する事象等 

令和元年台風第19号及び10月大雨 

(R1.11.8) 

令和元年台風第19号及び10月に発生した大雨 

(利用実績0件、0千円) 

 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

  ・マイナス金利政策の長期化等により金融機関の貸出金利が下落傾向にある状況を踏まえ、県制度融資の金融機関利

回り（金融機関の最終的な利益となる割合(事業者負担の利率と県等の利子補助率の合計)）を2.3％から2.1％に引
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下げた（令和元年８月以降適用）。また、県制度融資を利用する県内中小企業等の資金調達コストを下げるため、

一部の資金の信用保証料率を引下げた。 

   ※保証料引下げを行った資金 

中小企業小口融資、小規模事業者融資、創業支援資金、新規需要開拓設備資金、事業承継支援資金 

・年度途中に発生した経済活動に影響を与える事象に対して機動的に資金を発動し、県内中小企業者等の資金需要に

対応できる環境を整えた。（上表※１及び※２参照） 

 

ウ 成果及び効果 

・保証料を引下げた資金の利用は919件(前年度比＋222件)、8,069百万円(前年度比＋1,478百万円)と前年比で大きく

増加する等、小規模事業者の資金繰り円滑化や創業支援、事業承継支援、新規設備投資に貢献した。 

  ・新型コロナウイルスの影響に対処するため全国に先駆けて資金発動、段階的に支援を拡充し、県内中小企業者等へ

の資金需要のニーズにいち早く対応した。 令和元年度の県制度融資新規実行額は、前年度比で122.8％増の18,98

5百万円。   

                   

エ 課 題 

  ・新型コロナウイルスの影響は長期化することが想定されるため、経営に支障が生じている企業への金融支援と経営

支援の一体的な推進体制を継続・強化し、ニーズに合った支援体制を構築していく。 
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                                                                            （単位：千円） 

 

事   業   名 

 

 

決算額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

鳥取県小規模事業者等経営支援交付金 869,257 0 0 869,257 

鳥取元気プロジェクト － 

元気づくり総合戦略 － 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

小規模事業者等の経営上の課題を解決し、自立や改善発達を促進する。 

（イ）事業の実施状況 

   商工会議所、商工会又は商工会連合会が小規模事業者等を対象とした経営改善普及事業（金融、税務、労務等、

企業経営の基礎的相談支援に関する事業）、小規模企業振興基本法の理念に基づく企業の成長段階に応じた伴走型

の支援（起業・創業、販路開拓、新事業展開等）を積極的に行うことができるよう、経営支援専門員等の定数を確

保するとともに団体ごとに必要な事業費を配分した。 

■交付金額  ■交付対象職員配置状況（R2.3.31現在） 

交付先 交付金額（千円）  団体 ４商工会議所 18商工会 商工会連合会 

４商工会議所 268,604  交付対象職員数 48人 98人 16人 

商工会連合会 600,653      

計 869,257      

  ※交付対象：経営支援に従事する職員人件費・事業費 

※交付対象職員：経営支援専門員、経営企画員、商工会支援員、経営支援員 

 【主な経営支援】 

  ○金融、税務、労務等に関する巡回・窓口相談及びセミナー開催等による支援 

団体 巡回・窓口相談 セミナー開催 

４商工会議所 21,841件 239件 

商工会・商工会連合会 54,403件 263件 

  ○小規模事業者の新たな事業展開や経営再生等の取組に対する支援 

項目 支援内容 件数等 

経 
営 
革 
新 
計 
画 

法承認 個々の事業者に対して、３～５年のビジネスプラン策定に向け
た指導・助言等きめ細かな支援を行い、小規模事業者の新事業
展開等を支援した。 

５件 

県版又は
産業成長
事業計画 

法承認に繋げる１～２年の新たな事業計画の策定に向けた事業
者の取組を支援するとともに、県からの委任により、補助金の
交付決定、現地調査、額の確定、支払事務等を実施した。 

178件 

創業支援 
創業予定者等に対する個別相談・支援や創業塾の開催等による
ノウハウの提供及び創業後のフォロー等による支援を行った。 

創業支援1,080件 
(うち創業179件) 

※法承認：中小企業等経営強化法に基づく経営革新計画の承認制度 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

  令和元年１０月から開始した消費増税及び軽減税率制度について、セミナー等の開催回数を増やすなどし、事業者

の理解が深まるよう対策を講じた。 

ウ 成果及び効果 

中小・小規模事業者に対して、きめ細かな経営サポートを展開し、金融、税務、労務等のほか、販路開拓、新事業

展開等のより高度な経営課題の解決に向けた取組を支援することができた。 

エ 課題 

  事業承継、農商工連携等より一層多様化・高度化する小規模事業者等の経営課題や支援ニーズへの対応が求められ

るほか、この度の新型コロナウイルス感染症による経済危機を乗り切るため、商工団体の経営支援専門員等の一層の

資質向上を促進することが重要である。 
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0
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0
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７ 事業別実施状況調べ 

（単位：円） 

事 業 名
 当初予算額 

A 

補正予算額 

B 

支出済額 

C 

翌年度 

繰越額 

D
 

差引残額 

E=A+B-C-D 

執行

率 

F=C/

A 

事業の計画と実績・成果・不

用額・執行率 

（ 商業振興費）        

（主）小規模

事業者等経営

支援交付金 

868,257,000 (△950,000) 

1,950,000 

 

869,257,000 0 950,000 100% 「主な事業に関する調べ」記

載のとおり 

中小企業連携組織支援交付金

へ流用 

中小企業連携

組織支援交付

金 

99,535,000 (950,000) 

0 

 

100,485,000 0 △950,000 101% 鳥取県中小企業団体中央会が

行う中小企業組合等の設立・

運営支援、組合・企業連携支

援等に要する経費を助成する

ことにより、中小企業者の組

織化、中小企業団体の育成を

支援した。 

小規模事業者等経営支援交付

金から流用 

とっとり企業

支援ネットワ

ーク連携強化

事業 

32,796,000 （6,105,792） 

0 

37,225,763 0 △4,429,763 113% 商工団体・金融機関・専門支

援機関との連携強化による県

内中小企業・小規模事業者の

経営支援・金融支援を行うた

め、とっとり企業支援ネット

ワークを構築し、東中西部の

圏域別に連携支援を実施した

。また、成長拡大ステージに

ある県内中小企業に対し、組

織再構築や戦略人材の確保等

についてソフト面で支援した

。 

事業承継促進事業、「One‐In

」圏域連携促進支援事業から

流用 

星空ビジネス

支援事業 

2,500,000 △850,000 1,539,000 0 111,000 93% 県内中小企業者の星空を活用

した商品開発や県内商工団体

による星空保全地域の産業振

興の取組を支援した。 

まちなか振興

ビジネス活性

化支援事業 

6,000,000 0 5,991,000 0 9,000 99% 商店街振興組合、中小企業者

等が商店街等において、まち

なか振興のために実施する地

域課題の解決に資する事業に

対し、市を通じて支援した。 

商業振興費 3,739,000 0 3,218,250 0 520,750 86% 大規模小売店舗立地審議会の

審議に要する経費、鳥取県商

店街振興組合連合会が行う県

内商店街振興組合への指導や
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人材育成等の支援に要する経

費、青年経済団体への県職員

加入（東・中・西部計３名）

に要する経費等 

地域商業需要

変動対策･にぎ

わい創出支援

事業 

0 1,250,000 798,000 0 452,000 - 令和元年１０月の消費税率の

引き上げによる需要変動への

対応や地域商業のにぎわい創

出を図るため、商店街組織等

が実施する集客促進や需要喚

起の取組、地域の商業者の魅

力アップに資する取組を支援

した。 

不用額に準じた理由は、交付

決定済の補助対象事業（イベ

ント）が一部、新型コロナウ

イルス感染症の影響で中止と

なったため。 

駅前交流機能

強化事業 

0 40,000,000 0 40,000,000 0 - 中心市街地の中核的施設が実

施するエリア全体の交流機能

を高め、にぎわい創出や新た

な需要獲得等につながる交流

拠点（公共的空間）化に向け

た環境整備を市とともに支援

した。 

補助対象事業者の施設改修に

当たり、レイアウトの見直し

に日数を要し、改修工事の年

度内完成が困難となったため

、事業費を全額繰越した。 

事業承継促進

事業 

20,365,000 （△3,145,362） 

△10,700,000 

 

4,957,808 0 4,707,192 24% 事業承継を検討している県内

中小企業者が要する専門家・

コンサルタント等の活用経費

の支援及び譲渡企業の正規雇

用者を正規雇用者として引き

継ぎ人材育成等を行う場合に

譲受企業へ奨励金を支給した

。 

執行率50％以下となった理由

は、専門家派遣の奨励金と事

業承継補助金の活用が当初見

込みよりも低調だったため。 

とっとり企業支援ネットワー

ク連携強化事業へ流用 

「One‐In」圏

域連携促進支

援事業 

0 （△2,960,430） 

5,040,000 

438,190 0 4,601,810 - 山陰道等の高規格道路網の整

備や境港フェリーターミナル

の完成などを背景に今後見込

まれるヒト・モノの流れに起

因した個々企業の商圏拡大や
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物流機能構築など圏域間連携

促進に資する取組を支援した

。 

不用額に準じた理由は、2月補

正後に支出を見込んでいた「

One-in」圏域連携支援事業補

助金（商圏拡大型）の執行残

のため。 

とっとり企業支援ネットワー

ク連携強化事業へ流用 

震災復興地域

商業活性化促

進支援事業 

(20,000,000) 

20,000,000 

0 (20,000,000) 

20,000,000 

0 0 - ※上段（）書きは前年度から

の繰越に係る事業で内数 

目 計  
(20,000,000) 

1,053,192,000 

 

36,690,000 

(20,000,000) 

1,043,910,011 

 

40,000,000 

 

5,971,989 

 

99% 

 

（金融対策費）        

企業自立サポ

ート事業（制

度金融費） 

690,667,000 △48,249,000 635,792,315 0 6,625,685 92％ 

 

「主な事業に関する調べ」記

載のとおり 

信用保証料負

担軽減補助金 

 

368,082,000 △26,017,000 

 

340,762,419 0 11,302,581 

 

93％ 事業の計画と実績・成果につ

いては「主な事業に関する調

べ」記載のとおり。 

不用額に準じた理由は、保証

協会のシステム上、3/31に実

行した約１８億円は令和２年

度扱い(翌日4/1)となり、想定

していた実行額を下回ったた

め。 

10,000,000円財政課より所管

替配当。 

企業自立サポ

ート事業に係

る損失補償 

0 29,286,000 29,278,912 0 7,088 - 信用保証協会が代位弁済を行

ったことにより発生する損失

額の一部を補償。 

金融対策費 918,000 0 918,000 0 0 100% 貸金業法に基づく事務、割賦

販売法に基づく事務、金融対

策に係る事務費 

目  計 1,059,667,000 △44,980,000 1,006,751,646 0 17,935,354 95%  

（中小企業振興費）        

鳥取県中小企

業近代化資金

助成事業特別

会計への繰出

金 

23,917,000 

 

 

△1,800,000 20,738,000 0 1,379,000 87% 中小企業高度化資金貸付事業

に必要な財源を中小企業近代

化資金助成事業特別会計に繰

り出した。 

（主）鳥取県

版経営革新総

合支援事業 

701,735,000 60,000,000 602,079,882 0 159,655,118 86% 「主な事業に関する調べ」記

載のとおり 
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（配当替分） 

（主）産業成

長応援補助金 

(0) 

0 

（2,983,800） 

0 

（2,983,800） 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

- 「主な事業に関する調べ」記

載のとおり 

 

AI・IOTを活用

した新市場創

出促進事業（

生産性革命） 

10,716,000 0 523,434 0 
10,192,566 

5% 県内サービス産業に生体認証

システムを配備し、生産性革

命等に繋げる社会実験を予定

していたが、システム運営事

業者の経営不振により、シス

テムが配備できなくなったた

め中止となった。 

テレワーク促

進事業 

0 0 0 0 6,000,000 0% 新型コロナウイルス感染症対

策のためのテレワークを推進

するため、予備費により実施

。令和2年3月18日から公募を

開始したが、令和元年度中の

応募はなく全額不用額となっ

た。 

6,000,000円財政課より所管替

配当。 

目  計 736,368.000 58,200,000 623,341,316 0 177,226,684 85%  

合  計 
(20,000,000) 

2,849,227,000 

 

49,910,000 

(20,000,000) 

2,674,002,973 

 

40,000,000 

 

201,134,027 

 

94% 

 

   

（中小企業近代化資金助成事業特別会計） 

事 業 名
 当初予算額 

A 

補正予算額 

B 

支出済額 

C 

翌年度 

繰越額 

D
 

差引残額 

E=A+B-C-D 

執行率 

F=C/A 

事業の計画と実績・成果・

不用額・執行率 

中小企業高度化資金

貸付事業費 

20,738,000 0 20,738,000 0 0 100% 中小企業の高度化を促進し

、企業の健全な発展を図る

ため、(独)中小企業基盤整

備機構と協調して長期低利

資金の貸付を行った。 

        

貸付事業運営費 3,288,000 △1,800,000 313,790 0 1,174,210 9% 執行率50％以下となった理

由は、担保物件の処分見込

みが立たなかったため、競

売申立予納金が不要となっ

たことによる。 

諸 費  51,621,000 △5,203,000 45,402,633 0 1,015,367 88% 高度化資金の借入金に関す

る(独)中小企業基盤整備機

構への償還金及び一般会計

への繰出金 

合  計  75,647,000 △7,003,000 66,454,423 0 2,189,577 88%  
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枚
 0 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
枚
 

10
 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 枚

 8 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
5,
93
0円

 

 

（
３
）
基
 
金
 
・
・
・
 

該
当
な
し
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（
４
）
債
 
権
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
令

和
２

年
３
月
３
１
日
現
在
）
 

債
権
の
名
称
 

  

前
 
年
 
度
 
末
 

 

本
 
年
 
度
 
中
 

本
 
年
 
度
 
末
 

 

 備
 
考
 

 

増
 

減
 

金
 
額
 

件
数
 

金
 
額
 

件
 
数
 

金
 
額
 

件
 
数
 

金
 
額
 

件
 
数
 

地
域
総
合

整
備
資

金
貸
付
金
 

  
  

  
  

  
 

円
 

2
,1

0
0
,0

0
0,

0
00

 

 

1
 

  
  

  
 円

 

0
 

 

0
 

  
  

  
円

 

0
 

 

0
 

  
  

  
  

円
 

2
,1

0
0
,0

0
0,

0
00

 

 

1
 

  

一
般
会
計

 
 
計
 

2
,1

0
0
,0

0
0,

0
00

 
1
 

0
 

0
 

0
 

0
 

2
,1

0
0
,0

0
0,

0
00

 
1
 
 

中
小
企
業

高
度
化

資
金
貸
付

金
 

1
5
0
,9

1
8
,9

8
8 

3
1 

2
0
,7

38
,0

00
 

2
 

4
4
,2

37
,8

00
 

 

3
 

 

1
2
7
,4

1
9
,1

8
8
 

 

3
0 

  

特
別
会
計

 
計
 

1
5
0
,9

1
8
,9

8
8 

3
1 

2
0
,7

38
,0

00
 

2
 

4
4
,2

37
,8

00
 

3
 

1
2
7
,4

1
9
,1

8
8
 

3
0 

未
収
金
債

権
を
含
め
ず
 

合
  
  
計
 

2
,2

5
0
,9

1
8,

9
88

 
3
3 

2
0
,7

38
,0

00
 

2
 

4
4
,2

37
,8

00
 

3
 

2
,2

2
7
,4

1
9,

1
88

 
3
2 

 

 
 
 
 
 
 

１
３
 
財

産
の
貸

付
け
及
び
使
用
許

可
調
べ
 

 
 
（
１
）
土
地
及

び
建
物
 

 
 
 
  
 ア

 
土
 

地
・
・

・
該
当

な
し
 

イ
 
建
 
物
 

行
政
・
普
 

通
財
産
の
 

区
分
 

貸
 
  
付
 

(
使
用

許
可

) 

目
  
 
的
 

 

所
 
在
 
地
 

 

数
 量

 

又
 は

 

面
 積

 

貸
 
 
付
 

(
使
用

許
可
) 

年
 月

 日
 

当
初
貸
付
 

(
使
用

許
可
) 

年
 月

 日
 

貸
 
 
付
 

(
使
用
許
可
) 

期
 
 
間
 

  
貸
付
（
使
用
）
料
（

円
）
 

 
貸
付
（

使
用
許
可
）
先
 

 備
  
 
考
 

 

単
価
 

 

 
本
年

度
の
 

 
貸
付
(使

用
)
料
 

住
 
 
 
所
 

氏
 
 
 
名
 

そ
の
他
 

中
小

企
業

再
生

支
援

協
議

会
 

鳥
取

市
本

町
2
丁

目

1
2
3
番

地
 

大
樹

生
命

鳥
取

ビ
ル

4
階

 

3
1
.
5
9
㎡

 
H
3
1
.
4
.
1
 

H
2
7
.
5
.
2
9
 

H
3
1
.
4
.
1
～

R
2

.
3
.
3
1
 

月
額
・
年
額
 

（
～

R
1
.
9
）

 

5
1
,
5
9
4
 

（
R
1
.
1
0
～

）
 

5
2
,
5
5
0
 

6
2
4
,
8
6
4
 

鳥
取

市
若

葉
台

南
7
-
5
-
1
 

（
公

財
）

鳥
取

県
産

業
振

興
機

構
 

使
用

許

可
は

令

和
元

年

度
限

り
(

産
業

振

興
機

構

内
に

移

転
)
 

経
営

改
善

支
援

セ
ン

タ
ー

 

鳥
取

市
本

町
2
丁

目
1
2

3
番

地
大

樹
生

命
鳥

取

ビ
ル

4
階

 

1
7
.
0
1
㎡

 
H
3
1
.
4
.
1
 

H
2
7
.
5
.
2
9
 

H
3
1
.
4
.
1
～

R
2
.
3
.
3
1
 

月
額
・
年
額
 

（
～

R
1
.
9
）

 

2
7
,
7
8
1
 

（
R
1
.
1
0
～

）
 

2
8
,
2
9
6
 

3
3
6
,
4
6
2
 

鳥
取

市
若

葉
台

南
7
-
5
-
1
 

（
公

財
）

鳥
取

県
産

業
振

興
機

構
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
9
6
1
,
3
2
6
 

 
 

 

合
計
 

 
 

 
 

 
 

 
9
6
1
,
3
2
6
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（
２
）
物
品
（
１
品
の
取
得
価
格
が
１
０
０
万
円
以
上
の
も
の
及
び
寄
附
受
納
時
の
評
価
額
が
１
０
０
万
円
以
上
の
も
の
）
・
・
・
該
当
な
し
 

   
１
４
 
借
受
不
動
産
明
細
調
べ
 

 

区
分
 

   

種
別
 

   

借
受
（
使
用
）
 

目
的
 

  

所
在
地
 

   

数
量
又
 

は
面
積
 

  

 契
 
約
 
の
 
状
 
況
 

借
受
先
 

 備
  
 
考
 

  

 

契
約
書
 

の
有
無
 

 

 借
受
期
間
 

 

借
料
（
円
）
 

住
 
 
 
所
 

氏
 
 
 
名
 

 

単
価
 

 

 本
年
度
の
 

 借
 
 
料
 

建
物

 
事

務
室

 
ビ

ジ
ネ

ス
サ

ポ

ー
ト

オ
フ

ィ
ス

と
っ

と
り

 

鳥
取

市
本

町
２

丁
目

１
２

３
番

地
大

樹
生

命
鳥

取
ビ

ル
４

階
 

1
5
6
.
7
5
m
2
 

有
 

 

H
3
1
.
4
.
1
 

～
 

R
2
.
3
.
3
1
 

月
額
・
年
額
 

（
～

R
1
.
9
）

 

2
5
6
,
0
1
4
 

（
R
1
.
1
0
～

）
 

2
6
0
,
7
5
5
 

3
,
1
0
0
,
6
1
4
 
東

京
都

千
代

田
区

大
手

町
二

丁
目

１

番
１

号
 

大
樹

生
命

保
険

株

式
会

社
 

当
該

賃
貸

契
約

は
令

和
元

年
度

限
り

 

合
計
 

 
 

 
1
5
6
.
7
5
m
2
 

 
 

 
3
,
1
0
0
,
6
1
4
 

 
 

 

１
５
 
職
員
駐
車
場
の
管
理
状
況
調
べ
・
・
・
該
当
な
し
 

  
 

１
６

 
寄

附
物

件
の

受
納

状
況

調
べ

・
・

・
該

当
な

し
 

 

１
７

 
備

品
の

処
分

状
況

調
べ

・
・

・
該

当
な

し
 

  
 
１

８
 

現
金

、
有

価
証

券
、

物
品

の
亡

失
、

損
傷

調
べ

 

 
 

（
１

）
現

金
、

有
価

証
券

、
物

品
の

亡
失

、
損

傷
調

べ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
有

 
・

 
無

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

（
２

）
物

品
の

照
合

 

 
 

 
 

 
有

 
・

 
無
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１
９
 
貸
付
金
等
状
況
調
べ
 

 （
１
）
総
括
表
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（

単
位

：
円

）
 

貸
 付

 金
 

の
 名

 称
 

 

貸
 付

 先
 

 

 

貸
 
付
 
額
 

本
 
年
 
度
 （

 元
 金

 の
 み

 ）
 

本
年
度
末
現
在
 

貸
付
残
高
 

(A
+B
)-
(C
+D
+E
) 

 

備
 
考
 

 

前
年
度
末
現
在
 

貸
付
残
高
 (
Ａ
) 

本
年
度
貸
付
額
 

(Ｂ
) 

償
還
額
 

(Ｃ
) 

不
納
欠
損
額
 

(Ｄ
) 

償
還
免
除
額
 

(Ｅ
) 

地
域

総
合

整
備

資
金

 
三

洋
製

紙
株

式

会
社

 
2
,1

0
0
,0

0
0
,0

0
0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

2
,1

0
0
,0

0
0
,0

0
0
 

 

一
般

会
計

 
計

 
 

2
,1

0
0
,0

0
0
,0

0
0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

2
,1

0
0
,0

0
0
,0

0
0
 

 

小
規

模
企

業
者

等
設

備

導
入

資
金

 

有
限

会
社

河
本

組
 

他
 

6
,0

3
7
,0

0
0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

6
,0

3
7
,0

0
0
 

 

中
小

企
業

高
度

化
資

金
 

中
国

ガ
ス

事
業

協
同

組
合

 
他

 
6
5
8
,1

2
3
,4

4
2
 

2
0
,7

3
8
,0

0
0
 

4
5
,0

2
0
,8

0
0
 

0
 

0
 

6
3
3
,8

4
0
,6

4
2
 

 

特
別

会
計

 
計

 
 

6
6
4
,1

6
0
,4

4
2
 

2
0
,7

3
8
,0

0
0
 

4
5
,0

2
0
,8

0
0
 

0
 

0
 

6
3
9
,8

7
7
,6

4
2
 

 

合
 
計
 

 
2
,7

6
4
,1

6
0
,4

4
2
 

2
0
,7

3
8
,0

0
0
 

4
5
,0

2
0
,8

0
0
 

0
 

0
 

2
,7

3
9
,8

7
7
,6

4
2
 

 

 
 

  （
２
）
償
還
状
況
 

 
 
（

地
域

総
合

整
備

資
金

）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（

単
位

：
円

）
 

区
分
 

 

  

貸
 
付
 
額

 
本
 
 
年
 
 
度
 

本
 
年
 

度
 
末

 
備
 考

 

 

  

前
年
度
末
現
在
 

貸
付
残
高
 

 
 
 
 
(Ａ

) 

本
年
度
 

貸
付
額
 

 
 
 
 
(Ｂ

) 

区
分
 

  

収
入
調
定
額
 

 
 
 
（
Ｃ
）
 

 

償
還
額
 

 
 
 
(Ｄ

) 

 

不
納
欠
損
額
 

 
 
 
(Ｅ

) 

 

償
還
免
除
額
 

 
 
 
(Ｆ

) 

 

収
入
未
済
額
 

(C
-D
-E
) 

 

償
 還

 期
 

未
到
来
分
 

(A
+B
)－

(C
＋
F)
 

元
金
 

  

  

2
,1

0
0
,0

0
0
,0

0
0
 

  

0
 

過
年
度
分
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

  

2
,1

0
0
,0

0
0
,0

0
0
 

   

現
年
度
分
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

小
計
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

利
子
 

  

   

   

過
年
度
分
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 
 
 

  

   

現
年
度
分
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

小
計
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

 
合
計
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
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（
小
規
模
企
業
者
等
設
備
導
入
資
金
）
 

区
分
 

 

  

貸
 
付
 
額

 
本
 
 
年
 
 
度
 

本
 
年
 

度
 
末

 
備
 考

 

 

  

前
年
度
末
現
在
 

貸
付
残
高
 

 
 
 
 
(Ａ

) 

本
年
度
 

貸
付
額
 

 
 
 
 
(Ｂ

) 

区
分
 

  

収
入
調
定
額
 

 
 
 
（
Ｃ
）
 

 

償
還
額
 

 
 
 
(Ｄ

) 

 

不
納
欠
損
額
 

 
 
 
(Ｅ

) 

 

償
還
免
除
額
 

 
 
 
(Ｆ

) 

 

収
入
未
済
額
 

(C
-D
-E
) 

 

償
 還

 期
 

未
到
来
分
 

(A
+B
)－

(C
＋
F)
 

元
金
 

  

  

6
,0

3
7
,0

0
0
 

  

0
 

過
年
度
分
 

6
,0

3
7
,0

0
0
 

0
 

0
 

0
 

6
,0

3
7
,0

0
0
 

  

 

   

現
年
度
分
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

小
計
 

6
,0

3
7
,0

0
0
 

0
 

0
 

0
 

6
,0

3
7
,0

0
0
 

利
子
 

  

   

   

過
年
度
分
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 
 
 

  

   

現
年
度
分
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

小
計
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

 
合
計
 

6
,0

3
7
,0

0
0
 

0
 

0
 

0
 

6
,0

3
7
,0

0
0
 

 

 （
中
小
企
業
高
度
化
資
金
）
 

区
分
 

 

  

貸
 
付
 
額

 
本
 
 
年
 
 
度
 

本
 
年
 

度
 
末

 
備
 考

 

 

  

前
年
度
末
現
在
 

貸
付
残
高
 

 
 
 
 
(Ａ

) 

本
年
度
 

貸
付
額
 

 
 
 
 
(Ｂ

) 

区
分
 

  

収
入
調
定
額
 

 
 
 
（
Ｃ
）
 

 

償
還
額
 

 
 
 
(Ｄ

) 

 

不
納
欠
損
額
 

 
 
 
(Ｅ

) 

 

償
還
免
除
額
 

 
 
 
(Ｆ

) 

 

収
入
未
済
額
 

(C
-D
-E
) 

 

償
 還

 期
 

未
到
来
分
 

(A
+B
)－

(C
＋
F)
 

元
金
 

  

  

6
8
8
,1

2
3
,4

4
2
 

  

2
0
,7

3
8
,0

0
0
 

過
年
度
分
 

5
0
7
,2

0
4
,4

5
4
 

7
8
3
,0

0
0
 

0
 

0
 

5
0
6
,4

2
1
,4

5
4
 

  

1
5
7
,4

1
9
,1

8
8

   

現
年
度
分
 

4
4
,2

3
7
,8

0
0
 

4
4
,2

3
7
,8

0
0
 

0
 

0
 

0
 

小
計
 

5
5
1
,4

4
2
,2

5
4
 

4
5
,0

2
0
,8

0
0
 

0
 

0
 

5
0
6
,4

2
1
,4

5
4
 

利
子
 

  

   

   

過
年
度
分
 

4
1
,5

6
5
,9

4
4
 

0
 

0
 

0
 

4
1
,5

6
5
,9

4
4
 
 
 

  

   

現
年
度
分
 

4
6
0
,2

6
8
 

4
6
0
,2

6
8
 

0
 

0
 

0
 

小
計
 

4
2
,0

2
6
,2

1
2
 

4
6
0
,2

6
8
 

0
 

0
 

4
1
,5

6
5
,9

4
4
 

 
合
計
 

5
9
3
,4

6
8
,4

6
6
 

4
5
,4

8
1
,0

6
8
 

0
 

0
 

5
4
7
,9

8
7
,3

9
8
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 ○
 

意
見

、
要

望
等

 

 

（
１

）
業

務
に

関
す

る
意

見
・

要
望

等
 

特
に

な
し

 

    

 

（
２

）
監

査
委

員
事

務
局

に
対

す
る

要
望
等

 

特
に

な
し
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